
（第３表）

（単位：人）

その他の
振替

(新規増員)計35人
金融業をめぐる国際的な議論への戦略的対応に必 行（一） 5級 12ヶ月 1

予算定員 △21 体制整備
（組織）金融庁 1634 35 1 △１6 △１ 21 18 1652

日本の金融機関・市場の国際戦略の企画立案 行（一） 5級 12ヶ月 1
に必要な体制整備 行（一） 3級 12ヶ月 1

国際的な資金洗浄・テロ資金供与・拡散金融対策 行（一） 5級 12ヶ月 1
△21 に関する業務に必要な体制整備

（項）金融庁共通費 1634 35 1 △１6 △１ 21 18 1652
金融分野からのネットゼロ実現に向けた国際的な 行（一） 5級 12ヶ月 1
ルールメイキングへの参画及び金融界・産業界
の支援のための体制整備

△21
　　定員令1条 1629 35 1 △１6 △１ 21 18 1647 為替取引分析業者に係る監督体制の整備 行（一） 5級 12ヶ月 1

行（一） 3級 12ヶ月 1

電子決済手段等取引業者や電子決済等取扱業者 行（一） 5級 12ヶ月 1
に係る監督体制の整備 行（一） 3級 12ヶ月 1

大臣等特別職 5 0 0 0 0 0 0 5
金融機関の気候変動対応に関するモニタリング 行（一） 5級 12ヶ月 1
体制の整備

△21 金融機関のサイバーセキュリティ強化に向けた 行（一） 5級 12ヶ月 2
所管計 1634 35 1 △１6 △１ 21 18 1652 検査体制の整備

金融サービスのデジタル化へ対応するための 行（一） 5級 12ヶ月 1
体制整備 行（一） 3級 12ヶ月 1

スタートアップ・事業再生資金の円滑な供給に係る 行（一） 5級 12ヶ月 1
制度整備に向けた体制整備 行（一） 3級 12ヶ月 1

公認会計士法改正に伴う監査法人等の監督 行（一） 5級 12ヶ月 1
に向けた体制整備

サステナビリティ開示に係る保証の枠組み 行（一） 5級 12ヶ月 1
整備に向けた体制整備 行（一） 3級 12ヶ月 1

地域金融機関による人材仲介機能強化の 行（一） 5級 12ヶ月 1
ための体制整備 行（一） 3級 12ヶ月 1

国際的な危機発生時における、３メガバンク等の 行（一） 5級 12ヶ月 1
主要行の対応状況や金融システムへの影響等の 行（一） 3級 12ヶ月 1
実態把握のための体制整備

地域金融機関による経営改善支援業務 行（一） 5級 12ヶ月 1
の推進に係る体制整備 行（一） 3級 12ヶ月 1

金融機能強化法に基づく体制整備（時限定員） 行（一） 3級 12ヶ月 1

国際金融センターに係る更なる取組み強化 行（一） 5級 12ヶ月 1
（海外証券会社の検査体制の整備） 行（一） 3級 12ヶ月 1

クロスボーダー取引等による不公正取引事案 行（一） 5級 12ヶ月 1
に対する調査体制強化

改正公認会計士法を踏まえた監査事務所 行（一） 6級 12ヶ月 1
へのモニタリング体制拡充 行（一） 5級 12ヶ月 4

行（一） 3級 12ヶ月 1

（定員合理化目標数）計16人
定員合理化に基づく減 行（一） 3級 12ヶ月 △１６

（減員）計1人
定員合理化目標数を上回る減 行（一） 3級 12ヶ月 △１

（その他の振替）
 〈部局間振替による増〉
金融機関のモニタリング高度化のための体制整備 行(一) 5級 9ヶ月 2

行(一) 3級 9ヶ月 1
マネロン・テロ資金供与対策のための体制整備 行(一) 3級 9ヶ月 2

 〈訓令内振替による増〉
フィンテック対応の強化のための体制整備 行(一) 5級 9ヶ月 4

行(一) 3級 9ヶ月 3
行(一) 1級 9ヶ月 1

金融機関のモニタリング高度化のための体制整備 行(一) 8級 9ヶ月 1
行(一) 5級 9ヶ月 2
行(一) 3級 9ヶ月 3

金融に関する調査及び研究を通じた 専ス 3級 9ヶ月 1
金融行政の高度化のための体制整備
地域金融機関における課題等の 専ス 3級 9ヶ月 1
分析力向上のための体制整備

 〈部局内振替、訓令内振替による減〉計21人
行(一) 8級 9ヶ月 △1
行(一) 6級 9ヶ月 △2
行(一) 5級 9ヶ月 △8
行(一) 3級 9ヶ月 △9
行(一) 1級 9ヶ月 △1

（令和５年度末予算定員大臣等特別職の内訳）
証券取引等監視委員会委員長１、委員２
公認会計士・監査審査会会長１、常勤委員１
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月数
増△減
人員数司法修習 会計間振替

令和５年度概算要求定員表

区　　　　　分
４年度末
定　 　 員

５年度要求人員増△減

５年度末
定　 　 員

各省間振替 アタッシェ

振替
差引増減 職種 級

積算内訳

　

　　

うち時限
定員合理化

目標数
減員 独法移行減

新規増員
削減



（第３表）

（単位：人）

その他の
振替

再任用短時間勤務職員

（組織）金融庁 26 4 △ 5 25

　　（項）金融庁共通費 26 4 △ 5 25

計 26 4 △ 5 25

新規増員
削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

令和５年度概算要求定員表
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区　　　　　分
４年度末
定　 　 員

５年度要求人員増△減

５年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替


